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知的財産実務シリーズ

　今日、多くの日本企業は、国境を跨ぐ事業形態（ビジネスモデル）を種々展開し、それ

ぞれの事業展開に引きずられるような形で、法務も、税務も否応なく国際化に既に巻き

込まれています。そして、こうしたグローバル経済における国際ビジネスの展開においては、

“知財 ”の役割が見直され、利用価値に注目が集まりつつあります。

　また、国際ビジネスにおける “知財 ”の活かし方の知見は溜まりつつあり、権利出願、

契約、税務処理など“転ばぬ先の杖 ”とすべき準備の情報も集積されつつあります。

　こうした時代背景に鑑み、本書は、中国の在外公館で現地の経済諸問題の対応に当たっ

た経験のある専門家、中国で現地の弁護士、弁理士と共に実務に勤しんでいる専門家、

日本企業の国際税務の実務に勤しんでいる専門家が糾合し、最も多くの日本企業が事業

展開を行う中国を舞台として、中国ビジネス全般に亘る国際事業上の問題を “知財 ”を核

にしながら、事業企画や税務のノウハウについても、整理、紹介しました。

　中国ビジネスに携わっておられる方々のみならず、これから進出を考えておられる皆様

にもお勧めの一冊です。

ご優待価格  2,400 円
送料込み（ゆうメール・宅配便使用）

ご優待価格の適用は、 この申込書で当

会に直接お申込頂いた場合に限ります。
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